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人材育成基本方針の策定･改定状況等（１）
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（１）人材育成基本方針の策定・改定状況

理 由 都道府県 指定都市 市区町村
団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

①定期的なサイクルで改定することとしており、改定時期が来たため改定 8 18.2% 9 45.0% 212 24.0%

②法令改正、制度改正(人事評価の義務化、働き方改革など)があった場合に改定 15 34.1% 5 25.0% 380 43.0%

③首⾧が変わったタイミングで改定 5 11.4% 0 0.0% 26 2.9%

④市町村合併に伴い改定 0 0.0% 0 0.0% 7 0.8%

⑤総合計画などの中⾧期計画の見直しと併せて改定 11 25.0% 7 35.0% 142 16.1%

⑥その他 16 36.4% 4 20.0% 234 26.5%
（参考）人材育成基本方針改定済団体数 44 － 20 － 883 －

（２）人材育成基本方針を改定したタイミング
※選択式、複数回答可

区分
［団体数］

(a)

人材育成基本方針
策定済団体数(b)

［策定率(b/a＊100)］

改定している
(c)

改定していない 改定率
(c/b＊100)

都道府県 ［47］ 47 ［100.0%］ 44 3 93.6%
指定都市 ［20］ 20 ［100.0%］ 20 0 100.0%

市区町村計 ［1,721］ 1,644 ［95.5%］ 883 761 53.7%
市 ［772］ 761 ［98.6%］ 525 236 69.0%

特別区 ［23］ 23 ［100.0%］ 19 4 82.6%
町 ［743］ 704 ［94.8%］ 296 408 42.0%
村 ［183］ 156 ［85.2%］ 43 113 27.6%

全団体計 ［1,788］ 1,711 ［95.7%］ 947 764 55.3%

 人材育成基本方針について
【策定状況】 都道府県100％ （同じ） 、指定都市100％ （同じ）、市区町村95.5％（95.0％）、全団体95.7％（95.2％）
【改定状況】 都道府県93.6％（85.1％）、指定都市100％ （同じ）、市区町村53.7％（51.6％）、全団体55.3％（53.1％）

 ほとんどの団体が人材育成基本方針を策定している。また、策定後に改定した団体は、昨年度調査から44団体増加し、947団体であり、策定済み団体の
５割以上となっている。

※（ ）内は昨年度の数値

人材育成等に関する
調査結果（R4.4.1時点）抜粋



人材育成基本方針の策定･改定状況等（２）
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（３）人材育成基本方針未策定団体の今後の策定予定

理 由
都道府県 指定都市 市区町村

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合
①策定に必要な知見が不足している 0 0.0% 0 0.0% 33 56.9%
②策定に着手したいが、マンパワーを割くことができない 0 0.0% 0 0.0% 43 74.1%
③策定の必要性を感じていない 0 0.0% 0 0.0% 11 19.0%
④その他 0 0.0% 0 0.0% 2 3.4%
（参考）人材育成基本方針の策定予定がない団体数 0 0.0% 0 0.0% 58 100.0%

（４）人材育成基本方針の策定予定がない理由
※選択式、複数回答可

区分 ［団体数］
（a）

人材育成基本方針
未策定団体数

（b）

［割合］
（b/a*100）

策定予定あり
（c）

［割合］
（c/b*100）

策定予定なし
（d）

［割合］
（d/b*100）

都道府県 ［47］ 0 ［0.0%］ 0 ［0.0%］ 0 ［0.0%］
指定都市 ［20］ 0 ［0.0%］ 0 ［0.0%］ 0 ［0.0%］

市区町村計 ［1,721］ 77 ［4.5%］ 19 ［24.7%］ 58 ［75.3%］
市 ［772］ 11 ［1.4%］ 5 ［45.5%］ 6 ［54.5%］

特別区 ［23］ 0 ［0.0%］ 0 ［0.0%］ 0 ［0.0%］
町 ［743］ 39 ［5.2%］ 9 ［23.1%］ 30 ［76.9%］
村 ［183］ 27 ［14.8%］ 5 ［18.5%］ 22 ［81.5%］

全団体計 ［1,788］ 77 ［4.3%］ 19 ［24.7%］ 58 ［75.3%］

 人材育成基本方針未策定団体のうち、人材育成基本方針を策定する予定がないと回答した団体は７割以上となっている。

 人材育成基本方針の策定予定がない理由として、「知見不足」や「人手不足」を挙げる団体が半数以上となっている。

人材育成等に関する
調査結果（R4.4.1時点）抜粋



（１）研修基本方針の策定状況

区 分 ［団体数］ 策定している 策定していない 策定率
都道府県 ［47］ 47 0 100.0%
指定都市 ［20］ 20 0 100.0%

市区町村計 ［1,721］ 1,585 136 92.1%
市 ［772］ 743 29 96.2%

特別区 ［23］ 21 2 91.3%
町 ［743］ 680 63 91.5%
村 ［183］ 141 42 77.0%

全団体計 ［1,788］ 1,652 136 92.4%

（２）研修実施状況の公表年度

 地方公務員法第39条第３項に規定されている研修基本方針について、９割以上の団体が策定している。

 研修実施状況の公表については、８割程度となっている。

区分 ［団体数］ 令和３年度について
公表

令和２年度以前について
公表 公表していない 公表率

都道府県 ［47］ 30 17 0 100.0%
指定都市 ［20］ 12 8 0 100.0%

市区町村計 ［1,721］ 502 954 265 84.6%
市 ［772］ 288 440 44 94.3%

特別区 ［23］ 13 7 3 87.0%
町 ［743］ 173 425 145 80.5%
村 ［183］ 28 82 73 60.1%

全団体計 ［1,788］ 544 979 265 85.2%

9

研修基本方針の策定状況等（１） 人材育成等に関する
調査結果（R4.4.1時点）抜粋



研修基本方針の策定状況等（２）
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（３）研修基本方針未策定団体の今後の策定予定

理 由
都道府県 指定都市 市区町村

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合
①策定に必要な知見が不足している 0 0.0% 0 0.0% 62 53.4%
②策定に着手したいが、マンパワーを割くことができない 0 0.0% 0 0.0% 63 54.3%
③策定の必要性を感じていない 0 0.0% 0 0.0% 25 21.6%
④その他 0 0.0% 0 0.0% 5 4.3%
（参考）研修基本方針の策定予定がない団体数 0 0.0% 0 0.0% 116 100.0%

（４）研修基本方針の策定予定がない理由 ※選択式、複数回答可

区分 ［団体数］
（a）

研修基本方針
未策定団体数

（b）

［割合］
（b/a*100）

策定予定あり
（c）

［割合］
（c/b*100）

策定予定なし
（d）

［割合］
（d/b*100）

都道府県 ［47］ 0 ［0.0%］ 0 ［0.0%］ 0 ［0.0%］
指定都市 ［20］ 0 ［0.0%］ 0 ［0.0%］ 0 ［0.0%］

市区町村計 ［1,721］ 136 ［7.9%］ 20 ［14.7%］ 116 ［85.3%］
市 ［772］ 29 ［3.8%］ 5 ［17.2%］ 24 ［82.8%］

特別区 ［23］ 2 ［8.7%］ 0 ［0.0%］ 2 ［100.0%］
町 ［743］ 63 ［8.5%］ 8 ［12.7%］ 55 ［87.3%］
村 ［183］ 42 ［23.0%］ 7 ［16.7%］ 35 ［83.3%］

全団体計 ［1,788］ 136 ［7.6%］ 20 ［14.7%］ 116 ［85.3%］

 研修基本方針未策定団体のうち、研修基本方針を策定する予定がないと回答した団体は８割以上となっている。

 研修基本方針の策定予定がない理由として、「知見不足」や「人手不足」を挙げる団体が半数以上となっている。

人材育成等に関する
調査結果（R4.4.1時点）抜粋
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地方公共団体における今後の人材育成の方策に関する研究会（R3.3）
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今後の人材育成の推進に必要なポイント（人材マネジメントの視点）

○ 人材を「マネジメント」する視点に立ち、組織にとって重要な「人財」として職員を育成し、限ら
れた「人財」を最大限に活用することによって、組織力の向上を図ることが重要。

○ 「人材確保」、「人材育成」、「適正配置・処遇」及び「職場環境の整備」における“必要な視
点”を踏まえながら、４つの要素を有機的に結び付け、体系的な人事管理の取組を行うことによ
り、組織力向上の好循環が生み出される。

・人材を「マネジメント」する上では、特に、人事情報(※)を活用して、人事制度（研修、OJT、
人事評価、配置等）を総合的・包括的に運用することが有効。

・また、職員の自発的・主体的なキャリア形成を支援するため、職員個人にとって有益な人事
情報を活用できるようにすることも有効。

（※ 人事評価結果や職歴、研修情報、能力・資格情報、将来のキャリアビジョン等）

○ 各地方公共団体の人材育成基本方針に、「人材確保」、「人材育成」、「適正配置・処遇」
及び「職場環境の整備」の４つの要素を体系的に位置付け、各団体の実情に応じた取組を定
めるとともに、中⾧期的な計画と連関性を持たせることにより、それらを計画的に、実効性高く進
めていくことが重要。

報告書抜粋p26



地方公共団体における今後の人材育成の方策に関する研究会（R3.3）
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地方公共団体における人材マネジメントの方策に関する研究会（R4.3）

◆ 中⾧期的なキャリア形成イメージの見える化
組織目標の達成のために組織としてどのようなキャリア形成を目指す

のかを示した上で、職員が自らのキャリアビジョンを描けるように、
例えば、
 採用から定年退職に至るまでの基本的な人事ローテーションの

考え方や主要な役職になるために必要な経験年数、職務遂
行能力、他団体や民間企業への派遣を含めた研修方針や研
修内容等について、職員に「明示し、共有(見える化)」する

◆ 組織への貢献度の見える化
例えば、人事評価制度を活用して、業績評価の目標設定・評価において、
 組織全体の目標からブレークダウンした各所属の目標と、担当業務に関する個人目標との「関係づけ」を行う

⇒職員が所属目標を踏まえた個人目標（案）を検討し、上司との面談等を経て個人目標を設定し、認識を共有する
その際、上司は、業務の重要性や意義を職員に理解させ(=意義づけ)、職員の役割や組織への貢献度を認識させる

 上司は、職員の個人目標に対する評価結果や組織への貢献度等について、職員に「フィードバック」する（=見える化）

◆ 各職場で…

◆ 人事担当部局で…

○ 「人材マネジメント」とは、組織理念の実現に向けて、組織目標を達成するために、職員の能力を最大限に引き出し、
発揮させ、職員の成⾧が組織力の向上につながるよう、人材の確保、育成、評価、配置、処遇等を戦略的に実施すること。

○ 複雑・多様化する行政課題に的確に対応していくためには、各地方公共団体において、⾧期的かつ総合的な視点を持って、
限られた人材を最大限に活用しながら、課題解決に取り組む、「人材マネジメント」が必要。

◎人材マネジメントの推進には、各職場と人事担当部局の連携と、トップマネジメント層のコミットメントが重要であり、
人材マネジメントを行う上で必要なポイントは次のとおり。
① 人材育成や配置・処遇等の取組と組織目標を連動させることが必要
② 人材育成や配置・処遇等の取組による効果の分析・課題把握を行う視点が必要
③ 職場における職員の人材育成等は、管理職が中心となって推進することが必要

重
点
ポ
イ
ン
ト

■人材マネジメントを推進する上でのポイント

■３つの“見える化”を中心とした対応策 ＝“職員の成⾧実感、主体性、組織への共感を引き出す取組“

◆ PDCAサイクルによる効果・改善点の見える化
人材育成等の取組効果の分析や課題を把握するために、

例えば、
 組織への共感度ややりがい、成⾧実感、職場環境等について、定期

的にアンケート調査を行い、その結果を分析し、課題解決に向けた
改善策を検討（※アンケート調査結果は各職場へフィードバック）

 その他、人事評価制度に基づく面談等を通して各職場が把握した
人事施策の課題・要望等について集約し、改善策を検討 15

報告書抜粋p12



地方公共団体における人材マネジメントの方策に関する研究会（R4.3）
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育成プログラム事例① 兵庫県人材マネジメント
方針(R5.3)キャリアガイド 抜粋
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育成プログラム事例① 兵庫県人材マネジメント
方針(R5.3)キャリアガイド 抜粋
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育成プログラム事例① 兵庫県人材マネジメント
方針(R5.3)キャリアガイド 抜粋



20

育成プログラム事例① 兵庫県人材マネジメント
方針(R5.3)キャリアガイド 抜粋



育成プログラム事例②
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鳥取県職員の人材育成、能力開
発に向けた基本方針(R3.4) 抜粋



育成プログラム事例②
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鳥取県職員の人材育成、能力開
発に向けた基本方針(R3.4) 抜粋



育成プログラム事例②
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鳥取県職員の人材育成、能力開
発に向けた基本方針(R3.4) 抜粋



育成プログラム事例②
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鳥取県職員の人材育成、能力開
発に向けた基本方針(R3.4) 抜粋



育成プログラム事例②
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鳥取県職員の人材育成、能力開
発に向けた基本方針(R3.4) 抜粋



育成プログラム事例②
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鳥取県職員の人材育成、能力開
発に向けた基本方針(R3.4) 抜粋



育成プログラム事例③
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浜松市職員人材育成基本方針
（R2.3) 抜粋



リスキリング事例①
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 ICT職をはじめ、高度専門人材、ICT職以外のリスキリング人材がスクラムを組んで協働してDXを推進

 それぞれの人材が都庁内で最大限の力を発揮できるよう、効果的な人材確保・育成策を展開

人材確保
 DX推進のため、都庁内にデジタルスキルを
有する人材を戦略的に確保

 確保したデジタル人材の定着と流動性の
両立を図り、多様なデジタル人材が活躍
する都庁を実現

人材育成
「東京デジタルアカデミー」

 デジタルテクノロジーの進展に対応した、
ICT職の継続的なスキルアップ

 ICT職の現場感覚及び経営視点の醸成

 ICT職以外の職員のリスキリング等

デジタルスキルマップ
― ICT職のデジタルスキルとそのレベルを可視化し都庁内のデジタル人材の「現在地」を把握 ―

東京都プレゼン資料
（第10回：R5.3.30）抜粋



デジタルスキルマップの概要

ICT職一人ひとりが持つデジタルスキルと
そのレベルを詳細に可視化

よりニーズに合致
した人材を確保

都庁内で必要としているスキル

量の不足
（スキル保有者の不足）

質の不足
（高スキル者の不足）

個々のスキルレベ
ルに応じた育成

リスキリング事例①

29

デジタルスキルマップ（DSM）の構成

スキル項目 ジョブタイプ

さまざまな分野の業務を遂行する上で
必要となるデジタル関連の能力を、
22個のスキル項目として設定。
さらに、スキル項目ごとに4段階の
レベルを設定。

（イメージ）

ICT職に期待される役割に応じて、
10種類のジョブタイプを設定。
ジョブタイプごとに、備えるべき
スキル項目及びレベルを定義し、
達成度を可視化。

（イメージ）

✅ ITストラテジ― Lv.1

UXデザイン Lv.0

✅ データエンジニアリング Lv.3

✅ サイバーセキュリティ Lv.2

:

…

デジタルスキルマップの活用イメージ

スキル項目

○ 自己チェックののち、上位職層の職員による1on1を実施。
○ 全体とりまとめの後、本人にフィードバック（再度1on1を実施）

東京都プレゼン資料
（第10回：R5.3.30）抜粋



区市町村でも、デジタル化を進める人材・ノウハウの充実が課題

 区市町村の各種システムや調達は個別の自治体ごとに行われており、デジタル人材やデジタル化のノウハウが圧倒的に不足

する中、各自治体は対応に苦慮。人材不足を解消し、東京全体のDXが進められるようにしていくことが必要

 区市町村の各種システムや調達は個別の自治体ごとに行われており、デジタル人材やデジタル化のノウハウが圧倒的に不足

する中、各自治体は対応に苦慮。人材不足を解消し、東京全体のDXが進められるようにしていくことが必要

デジタル人材の充足感

● 充足
● 不足

4自治体
54自治体

区市町村のDXを一体的に進められるデジタル人材確保等の方策が求められる

潜在課題

顕在課題

 圧倒的な人材不足から派生する、既存ベンダー依存・ロックイン
 紙処理の必要性（デジタルデバイドへの配慮）を感じるが故に、手続のデジタル化に抵抗感
 安全性やコストの不安から、AIなどの新技術の導入に対して躊躇

 どのような取組をしていいのかわからない
システム関連の手順等の情報整理やネットワーク等の環境整備ができていない

日常業務と並行して進められず、技術が難しいのでベンダー頼みになっている
件数が少ない手続をオンライン化するメリットが見いだせない
高度デジタル専門人材、行政とデジタル技術・知識を兼ね備えた人材がいな

い
デジタル化推進のマインドが未浸透
既存の電子申請サービスは使いにくい
 AIなど新技術導入はリスクが高く、新デジタルツールも費用対効果が分からない

システム
関連全般

標準化・共通化
行政手続オンライン化

デジタル人材
組織

デジタルツール/モノ

区市町村へのヒアリング等から見えてきた課題

など

就学

住民税

戸籍 自治体で
共通化・・

リスキリング事例①
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区市町村に向けた人材育成支援策

ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド

オ
ン
ラ
イ
ン

総論 各論

（オンライン）
区市町村DXの基礎を学ぶためのセミナー

（自治体DX推進計画に関するテーマについて、
有識者を招いてナレッジ共有）

例:「自治体DX」とは・武蔵大学 庄司教授

（オンライン）
一部区市町村で先行的に利用されている

デジタル・ツール・ガイド
（行政手続デジタル化ツールやRPAなどのデジタ

ルツールに関する企業プレゼン型研修）
例: LoGoフォーム等の体験研修

（出前講座）
個々の自治体の状況に応じたマインドセット研修

（個々の自治体の地域性や進捗度を踏まえた、
ワークショップ型のDXマインドセット研修）
例：「〇〇区（市町村）におけるDXとは」

（集合型）
区市町村における行政課題対応・ハンズオン研修

（区市町村が共通して抱える行政課題に対する
デジタル活用ハンズオン研修）

例：「学童保育申請オンライン化対応について」

主
に
情
報
化
担
当
者
向
け

事
業
所
管
課
向
け

情
報
化
担
当
者
向
け

ICT推進のためのコア人材育成に向けた勉強会（全6回シリーズ）別紙参照

人事部主催「都職員向け研修」への自治体職員参加枠の確保研修会（新規）

※勉強会及び研修会について、今年度は計４８回、約２，４００名の職員が参加

リスキリング事例①
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デジタル人材のレベル区分及び目指す人材像 P5

デジタル人材のレベル区分デジタル人材のレベル区分

求められる人材像として、新たなにデジタル人材区
分を設定。職場、階層により適切な配置に向け取
組を進めます。

目指す人材像目指す人材像

◆ デジタルに親しみ、活用の道筋や効果を積極的に全道へ
発信することで、デジタル活用の社会風土の醸成に寄与し、
イノベーションの起爆剤となる職員

デジタルを積極的に
活用しようするマインド

デジタルを活用する
ための基本的なスキ

ル

マインドやスキルをベースに育成!
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リスキリング事例②
北海道プレゼン資料

（第10回：R5.3.30）抜粋



デジタル人材区分と育成・確保の方向性 P6

レベル 区分 目指す役割イメージ 育成・確保の方向性
レベル

１
デジタル推進
リーダー人材

各所属で選定し、各職場で率先してデ
ジタルを活用・意識を醸成

本計画の重点育成
層

全庁で研修・学習機
会の提供等により育

成

レベル
２ デジタル活用人材

デジタル技術の情報収集、民間企業と
コミュニケーションを図りながらデジタル業
務を推進

レベル
３

デジタルデザイン
人材

地域の課題解決を図るデジタル化関連
プロジェクトを立案・推進

育成のほか、適宜
外部人材を補完

次世代社会戦略局が
中心となり育成

レベル
４ エキスパート人材 全庁の司令塔としてICT・デジタル技術

の導入・活用を支援
レベル

２
～

レベル
４

デジタル
マネジメント人材

デジタルを活用した施策・業務効率化に
向け、職員を管理・監督。プロジェクトの
推進・進捗管理を行う

管理職がデジタル人
材の管理・監督に必

要なスキルの育成を図
る

33

リスキリング事例②
北海道プレゼン資料

（第10回：R5.3.30）抜粋



民間プログラム事例①
北九州市プレゼン資料

（第10回：R5.3.30）抜粋
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民間企業や大学院等への派遣研修事例①

35

地方公共団体における人材マネジ
メント推進のためのガイドブック

（R5.3.31) P50抜粋



•

•

•

•

•

•

•





国や他自治体、民間企業等への職員派遣事例①
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鹿児島県プレゼン資料
（第9回：R5.2.27）抜粋



37

採用環境の変化に応じた研修事例①
四條畷市プレゼン資料

（第11回：R5.5.12）抜粋



民間との合同研修事例①

38

地方公共団体における
今後の人材育成の方策に関する研究会

（令和２年度報告書R3.3）
報告書抜粋p69





•

•

•

•

•

•

•
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自己啓発事例①
鹿児島県プレゼン資料

（第9回：R5.2.27）抜粋



資格取得支援事例①

40

地方公共団体における人材マネジ
メント推進のためのガイドブック

（R5.3.31) P53抜粋



兼業・副業事例①

41

神戸市プレゼン資料
（第9回：R5.2.27）抜粋



キャリアパス事例①
地方公共団体における

今後の人材育成の方策に関する研究会
（令和２年度報告書R3.3）

報告書抜粋p80
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キャリアパス事例②

43

地方公共団体における人材マネジ
メント推進のためのガイドブック

（R5.3.31) P13抜粋



ロールモデルの設定事例①

44

地方公共団体における人材マネジ
メント推進のためのガイドブック

（R5.3.31) P20抜粋



メンター制度事例①

45

地方公共団体における人材マネジ
メント推進のためのガイドブック

（R5.3.31) P27抜粋



46

複線型人事事例①
愛知県プレゼン資料

（第11回：R5.5.12）抜粋



47

複線型人事事例①
愛知県プレゼン資料

（第11回：R5.5.12）抜粋



48

複線型人事事例②
地方公共団体における人材マネジ
メント推進のためのガイドブック

（R5.3.31) P10抜粋



庁内公募事例①

49

地方公共団体における人材マネジ
メント推進のためのガイドブック

（R5.3.31) P17抜粋



人事評価結果や貢献度等の職員へのフィードバック事例①

50

地方公共団体における人材マネジ
メント推進のためのガイドブック

（R5.3.31) P38抜粋



51

計画的な管理職能力の養成事例①
地方公共団体における人材マネジ
メント推進のためのガイドブック

（R5.3.31) P46抜粋



HRテクノロジーを活用した人的資源管理事例①

52

地方公共団体における人材マネジ
メント推進のためのガイドブック

（R5.3.31) P62抜粋


